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長妻　昭　厚生労働大臣　殿

職業安定局　担当部　殿

専門26業務の派遣先・派遣元での労働者保護を求める要望書
2010年７月１日

働く女性の全国センター（ACW2）
第174通常国会に提出された「派遣法案」は、継続審議となりました。
この間、厚生労働省大臣名で各事業所に出された専門26業務の適正化プランは、違法派遣に対して行政が適正な指導をすることを目的とし、現行法での違法派遣会社への行政処分、専門26業務適正化が実施されました。皆さまも、すでにご承知のように、日本人材派遣協会の理事長と副理事長であった方の会社のスタッフサービスとヒューマンリソシアも違法派遣を摘発され辞職されました。

　この派遣会社は、独立行政法人や国の機関などに多く派遣していた派遣元の大手会社であり、そのような会社が、違法を知らなかったということは出来ず、意図的に違法を繰り返してきたと言わざるをえません。

　しかし、現在、これらの違法は、日常化しており違法を免れるために、派遣労働者に退職同意書にサインさせるなどして違法の責任逃れをしています。
第2の派遣切りは、女性たちに集中して起きており、退職同意という形にして行なわれているために表に出にくい構造にされています。（別紙、資料参照）

そこで、専門26業務について、現場の声を集めてきましたので、厚生労働省の中での取り扱いについて以下の意見のように、改善を強く求める所存です。

１　登録型派遣の全面禁止に向けて、専門26業務の省令の規制強化を！
働く女性の全国センターは、登録型派遣は、不安定雇用の温床になっており全面禁止

にすべきとの意見です。全面禁止に向けて、引き続き議論してください。

その上で、国会では、法案で例外としている「派遣期間制限のない専門26業務」を見
直し専門26業務は例外にせず禁止としてください。臨時的・一時的業務に限定して

正社員代替を防ぐことが本来の法の趣旨であった原点に戻ってください。

また、専門業務に士業や、医療関係の仕事は現実に医療過誤の危険が起きており、追
加は、規制緩和です。
　医療崩壊をこれ以上進行させるような新たな派遣の導入を禁止してください。
厚生労働省では、2月上旬に、専門26業務の適正化についての指導強化月間を設け、

指導強化に踏み切ったことは評価に値するものであると思います。しかしながら、人材派遣業界では、指導を逃れるための偽装証言を社員に対してするように指導しているという情報も入っています。派遣労働者は会社の命令であれば、雇用を奪われることを恐れて真実を証言できない状況です。専門26業務の中には，「事務用機器操作（５号業務）」、「ファイリング（８号業務）」、財務処理、受付・案内のように，専門性のある業務とは言えないものも多く含まれているうえ，実際には専門職種ではない一般事務等に従事させて期間制限を免れようとする違法派遣がほとんどです。
１）専門26業務の拡張解釈をしないでください。

２）専門26業務の複数兼務を理由とした直接雇用申し込み義務逃れを防止してくださ

い。

　３）違法派遣の労働局への告発などを理由にした雇い止め・不利益取り扱いについて
　　　公益通報者保護法のみならず、厳格に雇用不安を取り除くためのく防止措置をと
ってください。
２　常用雇用の定義は、きちんと明確にすることを要望いたします。

　先の細川律夫厚生労働副大臣の国会の答弁を聞いたところ、「常用雇用」を「無期契約」と混同するなど、大臣自らも理解されていないことが明らかにされています。

　厚生労働省では、「常用雇用」についての定義について、期間の定めなく雇用されている者」のみならず，「有期雇用」や「日々雇用」でも「過去１年を超える期間について引き続き雇用されている者、又は採用の時から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる者」もこれに該当すると解釈し，そのように取り扱っています（厚生労働省職業安定局「労働者派遣事業関係業務取扱要領」）。

　

「常用雇用」とは，特定労働者派遣事業と一般労働者派遣事業を区分する定義規定における「常時雇用される労働者」のことであり，厚生労働省のような解釈を許せば，有期雇用や日々雇用の労働者でも専門業務以外の業務に派遣することが可能となってしまいます。これでは「登録型派遣の原則禁止」の法改正の実効性が失われることになり，労働者の雇用の安定は確保できません。

　ハローワークの求人票には、「一時的・臨時的」または、「常用雇用」としか明記されておらず、面接に行って始めて「常用雇用」が、有期契約であることがわかることが多いというのが現状です。「常用雇用」という表記は、労働者に幻想と混乱を与えるものでしかなく、この表記を見直し、「無期契約」か「有期契約で契約の更新があるか、ないか」と明確にすることが、労働現場の混乱を少なくすることになると思います。
　追記：「常時雇用」という新たな定義が国会資料で配布資料に入れられたことについて　その定義の意味及び、なぜ常用を常時と変えたのか説明いただきたい。
３、参考資料
１）パナソニックの裁判原告要望書

２）スタッフサービスの退職同意書

３）インターネット掲示版に寄せられた声

４）派遣元会社で配布されている内部資料

５）介護・医療職場などの派遣の実態
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